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情報商材や副業等のもうけ話について、SNS上の投稿や広告を端緒
とした、又は、SNSを利用した勧誘等による消費者トラブルに関し
て、契約解除、返金等を求める段階で、販売業者の住所や電話番号
等がわからないため、トラブルの解決が困難となるケースがある。

問題事例の整理（情報商材や副業等のもうけ話に関する消費者トラブル事例）

問題事例の整理

オンラインサロンを解約したいが、住所や電話番号等がわからない
SNSの広告を見て事業者に連絡を取ったところ、「不動産投資等でもうける方法を教え

る」と、約25万円の資産形成オンラインサロンを無料通話アプリで勧誘された。毎月２万
円の分割払いで契約したが、説明と違い会員を増やせば紹介料が入るなどのような内容だ
とわかり、支払いを中止したところ、未納料約10万円を請求された。
契約時、クーリング・オフ等が記載の書面等を受け取っておらず、事業者の住所や電話

番号等はわからない。契約を解除して返金を求めたい。（20歳代 男性）
※出典：国民生活センター報道発表資料「新たな“もうけ話トラブル”に注意－オンラインサロンで稼ぐ！？－」（2021年7月1日）

（第２回ワーキング・グループ資料１から抜粋）



3論点整理

今回の論点

１ 特定商取引法第１１条（通信販売における表示義務）
【論点１】販売業者又は役務提供事業者（以下「販売業者等」という。）の氏名又は名称、住所及び電話番号等の一定事項を表示させる
ことは、後日、取引条件等についてトラブルが発生することを防止する趣旨として設けられている規定である。消費者被害の防止の観点
からは、それらの事項を、一連の購買プロセスにおいて消費者が容易に認識することができる場所に表示させることを徹底させるべきで
はないか。
【論点２】販売業者等に対して、特定商取引法第11条の表示義務（表示内容）を遵守させるための方策（執行強化等）が必要ではないか。

２ 情報開示について
【論点３】販売事業者に関する情報の開示については、「通信の秘密」や「個人情報保護」に十分留意した上で、SNS事業者に対し、弁
護士法第23条の2に基づく照会を活用することが考えられないか。

３ SNS事業者の自主ルールについて
【論点４】SNS事業者は、各社それぞれ一定の禁止行為等を定めている一方で、20頁記載の事例が発生していることを踏まえ、利用規約
等の自主ルールの実効性を確保していくことが考えられるが、その方策としてどのようなものが考えられるか。
【論点５】
・商的利用を目的としたアカウントの、事業者に関する登録情報（必須項目）の見直しや、それら情報の真実性を担保するために自主

ルールで対応できることとしてはどのようなことが考えられるか。
・通信販売における販売業者等の広告であることが認識できるよう、 SNS上の表記（例えば、販売業者等の氏名又は名称、住所、電話番
号等や広告である旨の表記）に関して、何らかの自主ルールを設けることは考えられないか。
【論点６】消費者被害の防止の観点から、行政等と連携・協力し、行政等が発信する注意喚起情報を、自らのSNSユーザーに対して伝達
すること等を検討できないか。

４ 今後の検討課題
【論点７】特定商取引法11条の規定の表示義務の履行を補完する観点から、SNS事業者の自主的取組の状況を踏まえ、「取引デジタルプ
ラットフォームを利用する消費者の利益の保護に関する法律」第５条の開示請求権等も参考にしつつ、例えば「販売業者等」につき、取
引DPF提供者との法的立場の比較、社会的な役割等を慎重に検討したうえで、民事上の新たな情報開示請求制度の創設を検討することも
考えられる。なお、特定商取引法11条が関与しない場面（ロマンス投資詐欺等）については、通信の秘密との関係を慎重に検討する必要
があると考えられる。



④販売業者等との連絡不能
１ 特定商取引法第１１条（通信販売における表示義務）



特定商取引法第11条
販売業者又は役務提供事業者は、通信販売をする場合の商品若しくは特定権利の販売条件又は役務の提供条件に
ついて広告をするときは、主務省令で定めるところにより、当該広告に、当該商品若しくは当該権利又は当該役
務に関する次の事項を表示しなければならない。（略）
五 前各号に掲げるもののほか、主務省令で定める事項

 特定商取引に関する法律（昭和51年法律第57号。以下「特定商取引法」という。）第11条では、通信販売広告に
おける取引条件や販売業者等に係る情報の表示を義務付けている。

 逐条解説においては、同法の趣旨は、販売業者等から購入者等に対する「唯一の情報提供手段である広告中に一
定の事項について明確な表示を行わせることで、後日、取引条件等についてトラブルが発生することを防止する
ための規定であり、取引条件や販売業者又は役務提供事業者に係る情報の表示を義務づけている。」としている。

特定商取引法施行規則第８条
法第十一条第五号の主務省令で定める事項は、次に掲げるものとする。
一 販売業者又は役務提供事業者の氏名又は名称、住所及び電話番号
二 販売業者又は役務提供事業者が法人であつて、電子情報処理組織を使用する方法により広告をする場合には、
当該販売業者又は役務提供事業者の代表者又は通信販売に関する業務の責任者の氏名

（略）
十 通信販売電子メール広告（法第十二条の三第一項第一号の通信販売電子メール広告をいう。以下同じ。）を
するときは、販売業者又は役務提供事業者の電子メールアドレス

逐条解説において、それぞれ以下の通りとしている。
「氏名又は名称」 個人事業者の場合は戸籍上の氏名又は商業登記簿に記載された商号を、法人にあっては、登記簿

上の名称を記載することを要し、通称や屋号、サイト名は認められない。
「住 所」 法人にあっては、現に活動している住所（通常は登記簿上の住所と同じと思われる）を、個人に

あっては、現に活動している住所をそれぞれ正確に記述する必要がある。
「電話番号」 確実に連絡が取れる番号を記載することを要する。

（１）特定商取引法第１１条の概要 5

通信販売規制の販売業者等情報の表示について

特定商取引法第11条の規制の概要



省令第８条第１号から第３号までに定める事項は、販売業者等の属性に関するものであることから、広告中には、消費者が容易に認識することができるよう
な文字の大きさ・方法をもって、容易に認識することができるような場所に表示しなければならない。
また、インターネット上のウェブサイトなどパソコン画面上等の広告では、画面のスクロールや画面の切替えを要さずに、法に定める広告事項の全てを表示
することが望ましいが、特に同条第１号から第３号までに定める事項については、画面上に広告の冒頭部分を表示したときに認識することができるように表
示すべきである。ただし、やむを得ず、冒頭部分への表示を行うことができないときには、冒頭部分から容易に表示箇所への到達が可能となるような方法又
は契約の申込みのための画面に到達するにはこれらの事項を表示した画面の経由を要するような方法をあらかじめ講ずるべきである。例えば、インターネッ
ト上のウェブサイトにおいて、広告をする画面上に、同条第１号から第３号までに定める事項が表示されていることが容易に判断できる表現（「特定商取引
法に基づく表記」、「会社概要」等）によりリンクや画面切替えのためのタブが用意されている場合は、冒頭部分から容易に表示箇所への到達が可能となる
ような方法に該当するが、インターネット・オークション等において、そのサイト内に同条第１号から第３号までに定める事項を表示可能であるにもかかわ
らず、当該サイト外の自己のウェブサイトへのリンクを貼り、その中で表示しているような場合は、通常は冒頭部分から容易に表示箇所への到達が可能とな
るような方法に該当しない。

（２）表示場所 6

通信販売における表示義務（表示場所）

【論点１】販売業者又は役務提供事業者（以下「販売業者等」という。）の氏名又は名
称、住所及び電話番号等の一定事項を表示させることは、後日、取引条件等についてト
ラブルが発生することを防止する趣旨として設けられている規定である。消費者被害の
防止の観点からは、それらの事項を、一連の購買プロセスにおいて消費者が容易に認識
することができる場所に表示させることを徹底させるべきではないか。

消費者庁次長、経済産業省大臣官房商務・サービス審議官「特定商取引に関する法律等の施行について」（令和４年２月９日）（２８頁）

情報商材等の事案では、例えば、クレジットカード決済が利用される場合
「SNS→SNS上にリンクされたURLをタップ→決済代行業者のサイトでカード情
報の入力」という経過をたどるなど、販売業者のウェブサイトには法１１条に
基づく表示がされていたとしても、一連の過程で販売業者の住所氏名を確認す
る機会がないまま、申込みに至るケースもあるとの指摘もある。

（第５回ワーキング・グループ資料２（ｐ２２ イ表示場所）をもとに消費者委員会事務局にて作成）



7（３）表示内容

【論点２】販売業者等に対して、特定商取引法第11条の表示義務
（表示内容）を遵守させるための方策（執行強化等）が必要では
ないか。

通信販売における表示義務（表示内容）

消費者庁次長・経済産業省商務・サービス審議官「特定商取引に関する法律等の施行について」（令和４年２月９日）（２７頁）
「氏名又は名称」については、個人事業者の場合は戸籍上の氏名又は商業登記簿に記載された商号を、法人にあっては、登記簿上の名称
を表示することを要し、通称や屋号、サイト名は認められない。「住所」については、法人及び個人事業者の別を問わず現に活動してい
る住所（法人にあっては、通常は登記簿上の住所と同じと思われる。）を正確に表示する必要がある。また、「電話番号」については、
確実に連絡が取れる番号を表示することを要する。使用されていない電話番号を表示する場合のほか、使用可能な電話番号を広告上掲載
している場合においても、販売業者等が意図的に、常に電話を取らない状態にしている場合等は、確実に連絡が取れる番号を表示してい
ることにはならない。

通信販売の広告において、「住所」は「現に活動している住所」、「電話番
号」は「確実に連絡が取れる番号」を記載することを要するが、記載されてい
る住所や電話番号によると、事業者との連絡が取れない事例がある。

※２頁の事例は、電話勧誘販売に該当する場合は、その場合は特定商取引法第16条（電話勧誘販売における氏名等の明示）、第18条
（電話勧誘販売における書面の交付）を遵守させる必要がある。



8

（通信販売についての広告）
第11条 販売業者又は役務提供事業者は、通信販売をする場合の商品若しくは特定権利の販売条件又は役務の提供条件に
ついて広告をするときは、主務省令で定めるところにより、当該広告に、当該商品若しくは当該権利又は当該役務に関す
る次の事項を表示しなければならない。ただし、当該広告に、請求により、これらの事項を記載した書面を遅滞なく交付
し、又はこれらの事項を記録した電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によつては認識することができな
い方式で作られる記録であつて、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）を遅滞なく提供する旨の表示
をする場合には、販売業者又は役務提供事業者は、主務省令で定めるところにより、これらの事項の一部を表示しないこ
とができる。
一 商品若しくは権利の販売価格又は役務の対価（販売価格に商品の送料が含まれない場合には、販売価格及び商品の送
料）
二 商品若しくは権利の代金又は役務の対価の支払の時期及び方法
三 商品の引渡時期若しくは権利の移転時期又は役務の提供時期
四 商品若しくは特定権利の売買契約の申込みの撤回又は売買契約の解除に関する事項（第15条の3第1項ただし書に規定
する特約がある場合にはその内容を、第26条第2項の規定の適用がある場合には同項の規定に関する事項を含む。）
五 前各号に掲げるもののほか、主務省令で定める事項

（参考）特定商取引法第11条、同法施行規則第8条
特定商取引法

特定商取引法施行規則

第8条
法第十一条第五号の主務省令で定める事項は、次に掲げるものとする。
一 販売業者又は役務提供事業者の氏名又は名称、住所及び電話番号
二 販売業者又は役務提供事業者が法人であつて、電子情報処理組織を使用する方法により広告をする場合には、当該販
売業者又は役務提供事業者の代表者又は通信販売に関する業務の責任者の氏名
（略）
十 通信販売電子メール広告（法第十二条の三第一項第一号の通信販売電子メール広告をいう。以下同じ。）をするとき
は、販売業者又は役務提供事業者の電子メールアドレス



課題④販売業者等との連絡不能

２ 情報開示請求について



10（１）情報開示請求について検討する理由

・販売業者等の氏名又は名称、住所、電話番号等の表示については、販売業者
等に表示義務を遵守させることが重要であり、そのための方策（執行強化な
ど）が必要ではないかと考えられる。
・しかしながら、インターネット上の通信販売は開設や閉鎖も容易であり、行
政上の対応に全てを委ねることには一定の限界もあると考えられるため、消費
者の被害回復の観点からは、消費者トラブルの被害者が販売業者等に対し民事
上の請求により被害回復ができるよう、販売業者等に関する情報の開示請求に
ついての検討も必要ではないか。



11（２）電気通信事業法、通信の秘密
 電気通信事業法（昭和59年法律第86号。以下「法」という。）は、「電気通信役務を他人の需要に
応ずるために提供する事業」を「電気通信事業」（第2条第4号）とし、「電気通信事業を営むこと
について、第九条の登録を受けた者及び第十六条第一項の規定による届出をした者」を「電気通信
事業者」（法第2条第5号）と定義している。

 ただし、法第164条第1項第3号により、適用除外が定められており、「電気通信設備を用いて他人の
通信を媒介する電気通信役務以外の電気通信役務（ドメイン名電気通信役務を除く。）を電気通信
回線設備を設置することなく提供する電気通信事業」については、登録及び届出が不要とされてい
る。

 総務省総合通信基盤局「『電気通信事業』参入マニュアル（追補版）ガイドブック」（令和4年4月
14日）p11以下によれば、
 利用者間のメッセージ媒介（メッセージングアプリなど、特定の利用者間のメッセージ交換を
テキスト、音声、画像、動画によって媒介するもの。）は、他人の通信を媒介するため、「登
録又は届出が必要」とされている。

 SNSのうち、「不特定多数の利用者間での、テキスト、音声、画像、動画の投稿・閲覧機能に
より発信者と閲覧者がやりとりを行う「場」を提供するもの。」は、「情報をやり取りができ
る「場」を提供しており、他人の通信を媒介していないため、登録及び届出が不要な電気通信
事業」とされている。

 SNSのうち、「特定の利用者間のみでやり取りできるダイレクトメッセージ機能を提供してい
る場合」は、他人の通信を媒介するため、「登録又は届出が必要」とされている。

主なSNS事業者は、登録又は届出が必要な「電気通信事業者」（法第2条第5号）、又は、
登録又は届出が不要な電気通信事業を営む者（法第164条第１項第3号）に当たると考えられる。



12（２）電気通信事業法、通信の秘密
電気通信事業法（昭和59年法律第86号）
第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
一 電気通信 有線、無線その他の電磁的方式により、符号、音響又は影像を送り、伝え、又は受けることをいう。
二 電気通信設備 電気通信を行うための機械、器具、線路その他の電気的設備をいう。
三 電気通信役務 電気通信設備を用いて他人の通信を媒介し、その他電気通信設備を他人の通信の用に供するこ
とをいう。

四 電気通信事業 電気通信役務を他人の需要に応ずるために提供する事業（放送法（昭和二十五年法律第百三十
二号）第百十八条第一項に規定する放送局設備供給役務に係る事業を除く。）をいう。

五 電気通信事業者 電気通信事業を営むことについて、第九条の登録を受けた者及び第十六条第一項の規定によ
る届出をした者をいう。

六 電気通信業務 電気通信事業者の行う電気通信役務の提供の業務をいう。

第十六条 電気通信事業を営もうとする者（第九条の登録を受けるべき者を除く。）は、総務省令で定めるところに
より、次の事項を記載した書類を添えて、その旨を総務大臣に届け出なければならない。
一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名
二 外国法人等にあつては、国内における代表者又は国内における代理人の氏名又は名称及び国内の住所
三 業務区域
四 電気通信設備の概要（第四十四条第一項の事業用電気通信設備を設置する場合に限る。）
五 その他総務省令で定める事項

２～４ （略）

第百六十四条 この法律の規定は、次に掲げる電気通信事業については、適用しない。
一、二 （略）
三 電気通信設備を用いて他人の通信を媒介する電気通信役務以外の電気通信役務（ドメイン名電気通信役務を除
く。）を電気通信回線設備を設置することなく提供する電気通信事業

２ （略）
３ 第一項の規定にかかわらず、第三条及び第四条の規定は同項各号に掲げる電気通信事業を営む者の取扱中に係る
通信について、第百五十七条の二の規定は第三号事業を営む者について、それぞれ適用する。
４～５ （略）
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電気通信事業法（昭和59年法律第86号）
第四条 電気通信事業者の取扱中に係る通信の秘密は、侵してはならない。
２ 電気通信事業に従事する者は、在職中電気通信事業者の取扱中に係る通信に関して知り得た他人の秘密を守らな
ければならない。その職を退いた後においても、同様とする。

第百七十九条
１ 電気通信事業者の取扱中に係る通信（第百六十四条第三項に規定する通信並びに同条第四項及び第五項の規定に
より電気通信事業者の取扱中に係る通信とみなされる認定送信型対電気通信設備サイバー攻撃対処協会が行う第百
十六条の二第二項第一号ロの通知及び認定送信型対電気通信設備サイバー攻撃対処協会が取り扱う同項第二号ロの
通信履歴の電磁的記録を含む。）の秘密を侵した者は、二年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。

２ 電気通信事業に従事する者（第百六十四条第四項及び第五項の規定により電気通信事業に従事する者とみなされ
る認定送信型対電気通信設備サイバー攻撃対処協会が行う第百十六条の二第二項第一号又は第二号に掲げる業務に
従事する者を含む。）が前項の行為をしたときは、三年以下の懲役又は二百万円以下の罰金に処する。

３ （略）

 日本国憲法第21条第2項の規定を受け、電気通信事業法第４条（及び第179条の罰則）において、
「通信の秘密」を保護する規定が定められており、電気通信事業法上「通信の秘密」は厳格に保護
されている。

 通信の秘密の保護に係る規律については、登録又は届出が必要な「電気通信事業者」（法第2条第5
号）のみならず、登録及び届出が不要な電気通信事業を営む者（法第164条第１項第3号）であって
も、当該事業を営む者の取扱中に係る通信に適用される（法第164条第3項）。

「通信の秘密」の範囲は、通信内容はもちろんであるが、通信の日時、場所、通信当事者の氏名、住
所・居所、電話番号等の当事者の識別符号、通信回数等これらの事項を知らせることによって通信の
意味内容が推知されるような事項全てを含むものである。（「電気通信事業法」逐条解説より抜粋）

通信の秘密の範囲
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• 通信当事者の有効な同意がある場合（例フィルタリングサービス）
• 通信当事者の有効な同意がない場合であっても以下の場合

1. 法令行為に該当する場合（例：令状による通信履歴の差押え）
2. 正当業務行為に該当する場合（例：料金請求のための通信履歴の活用）
3. 正当防衛、緊急避難に該当する場合（例：人名救助のための利用）

（「電気通信事業法」逐条解説をもとに消費者委員会事務局にて作成）

通信の秘密の侵害の違法性阻却事由等（＝該当するケースは限定的）

 電気通信事業者の取り扱うプライバシー情報の中には、上記の「通信の秘密」に該当しない情報も
含まれ、これらの通信の秘密以外のプライバシー情報の取扱いについては、「電気通信事業におけ
る個人情報保護に関するガイドライン」（令和４年個人情報保護委員会・総務省告示第44号）に定
められている。 ⇒次ページへ

総務省「電気通信事業における個人情報保護に関するガイドライン」の解説より抜粋
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電気通信事業における個人情報保護に関するガイドライン（令和４年個人情報保護委員会・総務省告示第4号）
第17条
1 電気通信事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意を得ないで、個人データを第三者に提供してはならない。

(1) 法令に基づく場合
(2)～(7) （略）

 電気通信事業については、「電気通信事業における個人情報保護に関するガイドライン（令和４年個人情報保護委
員会・総務省告示第44号）において、電気通信事業者が通信の秘密に属する事項その他の個人情報の適正な取扱い
に関し、遵守すべき基本的事項が定められている。

 電気通信事業者が、第三者に対して事業者の保有するデータを開示する場合については、同告示第17条においてそ
の本人の同意なしに提供できる条件について定められている。

電気通信事業における個人情報保護に関するガイドライン（令和４年個人情報保護委員会・総務省告示第4号）の解説
第17条
1 （1）法令に基づいて個人データを提供する場合（第17条第1項第1号関係）
（略）

他方、法律上の照会権限を有する者からの照会（略）弁護士法第23条の2第2項（略）がなされた場合においては、原則として照
会に応じるべきであるが、電気通信事業者には通信の秘密を保護すべき義務もあることから、通信の秘密に属する事項（通信内容
にとどまらず、通信当事者の住所・氏名、発受信場所、通信年月日等通信の構成要素及び通信回数等通信の存在の事実の有無を含
む。）について提供することは原則として適当ではない。なお、個々の通信とは無関係の加入者の住所・氏名等は、通信の秘密の
保護の対象外であるから、基本的に法律上の照会権限を有する者からの照会に応じることは可能である。もっとも、個々の通信と
無関係かどうかは、照会の仕方によって変わってくる場合があり、照会の過程でその対象が個々の通信に密接に関係することがう
かがえるときには、通信の秘密として扱うのが適当である。
いずれの場合においても、本人等の権利利益を不当に侵害することのないよう提供等に応じるのは、令状や照会書等で特定され

た部分に限定する等提供の趣旨に即して必要最小限の範囲とすべきであり、一般的網羅的な提供は適当ではない。

【論点3】販売事業者に関する情報の開示については、「通信の秘密」や「個人情報保護」
に十分留意した上で、SNS事業者に対し、弁護士法第23条の2に基づく照会を活用すること
が考えられないか。
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プロバイダ責任制限法の制定
インターネットの普及に伴い、その負の側面として、インターネットによる違法・有害情報の流通が問題となってきた。特に、電子掲示板等の不特定の者に対して送信される形態で行われ

る通信（特定電気通信）は、1 対1 の通信に比べ、加害の容易性、被害の拡大性及び被害回復の困難性といった特徴があり、その問題はより深刻なものとなりがちであった。
このため、プロバイダ等1において、他人の権利を侵害する疑いのある情報を削除する可能性のあること等を契約約款に規定するなどの取組が行われてきたが、その対応にはおのずから限

界があった。また、匿名による情報発信が行われた際には、プロバイダ等は発信者の特定に資する情報を保有している場合があるものの、権利を侵害されたとする者がプロバイダ等に対しそ
の開示を求めるための法律上の根拠もなく、当該情報の開示を請求することができない状況にあった。
このような状況を改善するため、旧郵政省における各種研究会での検討結果等を踏まえ（略）2002（平成 14）年 5 月に施行された。

プロバイダ責任制限法の概要
(1) 対象となるサービス
プロバイダ責任制限法は、インターネット上のウェブページや電子掲示板等の「不特定の者によって受信されることを目的とする電気通信の送信（特定電気通信）」
を、その対象としている。電子メール等の１対１の通信は、「特定電気通信」に含まれない。

(2) 対象となる情報
プロバイダ責任制限法は、流通することで他人の権利を侵害する情報に関する、プロバイダ等の損害賠償責任の制限及び発信者情報開示請求を定めている。そのような情報としては、
例えば、著作権侵害情報や名誉毀損情報等がある。これに対し、有害情報や社会的法益を侵害する情報は、プロバイダ責任制限法の対象としていない。

個々の論点（抜粋）
情報の流通により直接権利侵害していない場合
○流通により他人の権利を直接侵害しない情報を発信者情報開示請求の対象とした場合、プロバイダ等においては、流通している当該情報のみでは権利侵害の有無が判断できないことから、
権利侵害が存在しないのに発信者情報が開示されるというリスクが高まり、その結果、発信者のプライバシーや通信の秘密、表現の自由といった重大な権利を侵害するリスクも高まる可能
性があるので、これらの権利との関係で、慎重に検討する必要がある。また、プロバイダ等が保有しているのは、あくまで自己の管理下に置かれた設備に蔵置されたデータに過ぎないこ
とから、このような場合に、発信者情報開示請求訴訟に応訴するといっても、プロバイダ等が適切に主張立証しうるのは、上記自己の管理下にある設備に蔵置されたデータの権利侵害性に
関する事項にとどまることからすると、訴訟係属した場合にはプロバイダ等においてそれ以上の適切な主張立証をなしえないという問題もある。このように、重要な権利との関係や訴訟
手続上の問題があることからすると、プロバイダ責任制限法のみで検討するのではなく、訴え提起を可能ならしめるための情報収集手段の在り方として検討すべきものであって、そのため
には、関係省庁をはじめ幅広く議論する必要があり、プロバイダ責任制限法に関する検討のみにおいて、一定の結論を得ることは困難である。
いわゆる「匿名訴訟」及び訴え提起を可能ならしめるための情報収集手段
○訴えを提起するためには、訴状において被告となる者の氏名を明示しなければならないため（民事訴訟法第 133 条第 2 項第 1 号）、特定電気通信による情報の流通によって自己の権利を侵
害されたとする者が発信者に対して訴えを提起するためには、発信者の氏名を確定することが必要とされているところ、この点に関して、被告の氏名を明らかにしないまま訴訟を提起する
ことができる訴訟制度（いわゆる「匿名訴訟」）の創設が主張されている。しかし民事訴訟法をはじめとする現行の民事手続法はそのような訴訟制度を前提としておらず、また、当該制
度は訴えの提起から判決の効力までといった民事訴訟全般に関連するものであることからすると、当該訴訟制度の創設の是非に関しては、プロバイダ責任制限法においてのみ検討すること
ができる問題ではなく、様々な立場の意見を広く検討し、訴訟制度全体の問題として検討されるべきものである。

○また、訴え提起において被告の氏名の明示が求められることとの関係で、訴え提起を可能とするための情報収集手段を充実すべきではないかという主張がある。この点、民事訴訟法には
「訴えの提起前における証拠収集の処分等」（第1 編第 6 章）が規定され、訴え提起前の証拠収集手段が確保されているものの、当該制度は訴訟当事者の主張立証の準備のために利用され
ることを目的としており、訴え提起を可能とするための情報収集手段とは目的において大きく異なっている。そうすると、このような主張を実現するためにはプロバイダ責任制限法にお
ける発信者情報開示請求権のような新たな制度を創設する必要があるところ、当該問題は民事訴訟法をはじめ、民事訴訟全般に関連する問題であることから、これも匿名訴訟同様、様々な
立場の意見を広く検討する必要がある。
電子メールにより権利が侵害されている場合
○電子メールのように一回ごとに通信が完了する形態の通信は、特定の者を対象とし、かつ、過去に問題となる通信を行ったからといって、それ以降の通信について問題となる情報の送信が
必ず行われるとは限らないものであり、被害の広がりやその拡大のスピードという点で、特定電気通信とは異なるものである。また、電子メールは特定者間の通信であって非公知であり、
プロバイダ等がその内容を探知すべきものではなく、かつ、通信の秘密との関係上、その内容をプロバイダ等は確認することができず、プロバイダ等において他人の権利侵害（又は権利侵
害の明白性）について判断することができないことからすると、これをプロバイダ責任制限法の対象とすることは、発信者のプライバシーや通信の秘密などといった重大な権利を不必要に
侵害する可能性がある。そうすると、電子メールをプロバイダ責任制限法の対象とすることは妥当ではないと考えられる。

（３）「プロバイダ責任制限法検証に関する提言」（総務省「利用者視点を踏まえたICTサービスに係る諸問題に関する研究会」）

特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律（平成13年法律第137号。以下「プロバイダ責任制限法」という。）
「プロバイダ責任制限法検証に関する提言」（平成23年7月）をもとに消費者委員会事務局にて作成
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（定義）
第2条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
一 特定電気通信 不特定の者によって受信されることを目的とする電気通信（電気通信事業法（昭和59年法律第86号）第2条第1号に規定する電気通信をいう。
以下この号において同じ。）の送信（公衆によって直接受信されることを目的とする電気通信の送信を除く。）をいう。
二 特定電気通信設備 特定電気通信の用に供される電気通信設備（電気通信事業法第2条第2号に規定する電気通信設備をいう。）をいう。
三 特定電気通信役務提供者 特定電気通信設備を用いて他人の通信を媒介し、その他特定電気通信設備を他人の通信の用に供する者をいう。
四 発信者 特定電気通信役務提供者の用いる特定電気通信設備の記録媒体（当該記録媒体に記録された情報が不特定の者に送信されるものに限る。）に情報を
記録し、又は当該特定電気通信設備の送信装置（当該送信装置に入力された情報が不特定の者に送信されるものに限る。）に情報を入力した者をいう。

（損害賠償責任の制限）
第3条 特定電気通信による情報の流通により他人の権利が侵害されたときは、当該特定電気通信の用に供される特定電気通信設備を用いる特定電気通信役務提供
者（以下この項において「関係役務提供者」という。）は、これによって生じた損害については、権利を侵害した情報の不特定の者に対する送信を防止する措置
を講ずることが技術的に可能な場合であって、次の各号のいずれかに該当するときでなければ、賠償の責めに任じない。ただし、当該関係役務提供者が当該権利
を侵害した情報の発信者である場合は、この限りでない。
一 当該関係役務提供者が当該特定電気通信による情報の流通によって他人の権利が侵害されていることを知っていたとき。
二 当該関係役務提供者が、当該特定電気通信による情報の流通を知っていた場合であって、当該特定電気通信による情報の流通によって他人の権利が侵害され
ていることを知ることができたと認めるに足りる相当の理由があるとき。
２ 特定電気通信役務提供者は、特定電気通信による情報の送信を防止する措置を講じた場合において、当該措置により送信を防止された情報の発信者に生じた
損害については、当該措置が当該情報の不特定の者に対する送信を防止するために必要な限度において行われたものである場合であって、次の各号のいずれかに
該当するときは、賠償の責めに任じない。
一 当該特定電気通信役務提供者が当該特定電気通信による情報の流通によって他人の権利が不当に侵害されていると信じるに足りる相当の理由があったとき。
二 特定電気通信による情報の流通によって自己の権利を侵害されたとする者から、当該権利を侵害したとする情報（以下この号及び第4条において「侵害情
報」という。）、侵害されたとする権利及び権利が侵害されたとする理由（以下この号において「侵害情報等」という。）を示して当該特定電気通信役務提供者
に対し侵害情報の送信を防止する措置（以下この号において「送信防止措置」という。）を講ずるよう申出があった場合に、当該特定電気通信役務提供者が、当
該侵害情報の発信者に対し当該侵害情報等を示して当該送信防止措置を講ずることに同意するかどうかを照会した場合において、当該発信者が当該照会を受けた
日から7日を経過しても当該発信者から当該送信防止措置を講ずることに同意しない旨の申出がなかったとき。

（発信者情報の開示請求等）
第4条 特定電気通信による情報の流通によって自己の権利を侵害されたとする者は、次の各号のいずれにも該当するときに限り、当該特定電気通信の用に供さ
れる特定電気通信設備を用いる特定電気通信役務提供者（以下「開示関係役務提供者」という。）に対し、当該開示関係役務提供者が保有する当該権利の侵害に
係る発信者情報（氏名、住所その他の侵害情報の発信者の特定に資する情報であって総務省令で定めるものをいう。以下同じ。）の開示を請求することができる。
一 侵害情報の流通によって当該開示の請求をする者の権利が侵害されたことが明らかであるとき。
二 当該発信者情報が当該開示の請求をする者の損害賠償請求権の行使のために必要である場合その他発信者情報の開示を受けるべき正当な理由があるとき。
２ 開示関係役務提供者は、前項の規定による開示の請求を受けたときは、当該開示の請求に係る侵害情報の発信者と連絡することができない場合その他特別の
事情がある場合を除き、開示するかどうかについて当該発信者の意見を聴かなければならない。
３ 第1項の規定により発信者情報の開示を受けた者は、当該発信者情報をみだりに用いて、不当に当該発信者の名誉又は生活の平穏を害する行為をしてはなら
ない。
４ 開示関係役務提供者は、第1項の規定による開示の請求に応じないことにより当該開示の請求をした者に生じた損害については、故意又は重大な過失がある
場合でなければ、賠償の責めに任じない。ただし、当該開示関係役務提供者が当該開示の請求に係る侵害情報の発信者である場合は、この限りでない。

（参考）プロバイダ責任制限法



（４）主なSNSのアカウント作成時の情報について ※下記は消費者委員会事務局調べ

※1 総務省が公表する「情報通信白書」（令和2年度版）において利用率が上位のサービスを選出。
※2 フリーメールとは、自由にメールアドレスを取得しブラウザを通してメールを送受信できる無料サービス。一般的なメールソフトを必要としない、いわゆるWeb

メールのこと。名前やパスワードといった簡単な情報を登録し、アカウントの作成が可能であり、メールアドレスを取得できる。無料で使用できるものが多い。
※3 作成には「姓、名、ユーザーネーム」が必要（参考：Google「アカウントヘルプ」https://support.google.com/accounts/answer/27441?hl=ja）
※4 作成には「姓、名、生年月日、メールアドレスまたは電話番号」が必要（参考：Apple「サポート」https://support.apple.com/ja-jp/HT204316）

サービス アカウント開設時の入力フォーム等の項目（2022年6月時点）

LINE

一般的な個人のアカウント（参考とした資料：LINE「LINEみんなの使い方ガイド」https://guide.line.me/ja/）
・・・「携帯電話番号（※２）、アカウント名・プロフィール画像」

公式アカウント（参考：「LINE for Business」 https://www.linebiz.com/jp/service/line-official-account/）
・・・「アカウント名、業種、会社・事業者の所在国・地域、メールアドレス」（必須）、「会社/事業者名」（任意）

※LINE公式アカウントには、認証済（LINEの審査を通過したアカウント）と未認証（個人法人を問わず、審査なしで作成できるアカウント）がある。それぞれの特徴
について、「LINE公式アカウントを活用し、企業や店舗の集客や利益アップを目標にするのであれば、認証済アカウントがおすすめです」、「・会員制店舗など、
店名・サービス名で検索されたくない・ファンクラブなどのクローズドなコミュニティ内で、IDやQRコードを教えた人だけに友だちになってほしい。上記のように
限定された中で集客を行いたい場合、未認証アカウントのまま運用する手もあります」とされている。なお、認証済アカウント申し込みフォームの項目は、【店舗/
施設情報】として、①アカウント名（企業名/店舗名/サービス名/商品名等）、②業種、③申し込みタイプ、④店舗/施設名、⑤郵便番号、都道府県、市区町村、丁
目・番地・号、⑥店舗電話番号、⑦URL(審査時の参考情報という観点で、お申込みいただいた対象の情報が確認できるURLの記載をお願いします）、【会社情報】と
して、⑧会社/事業者名、⑨郵便番号、都道府県、市区町村、丁目・番地・号、代表電話番号、【申し込み者情報】として、⑩申し込み者氏名、申し込み者フリガナ、
⑪連絡先電話番号、⑫メールアドレスが求められている。入力項目を下記に基づいて審査されている。「 LINEユーザーの不利益につながる可能性がないか」「法令
における規制の有無と規制内容に抵触するものでないか」「 利用規約第18条「禁止行為」各号に該当するおそれがないか」「当社が独自に定める審査基準を満たす
か否か」「当社の事業へ悪影響を及ぼす、あるいは当社の信用を損なうものでないか」（LINE for Business「はじめてみよう！LINE公式アカウント」より抜粋）

Twitter
（参考とした資料：Twitter「ヘルプセンター」https://help.twitter.com/ja/using-twitter/create-twitter-account）
「名前（ユーザーネーム）、電話番号またはメールアドレス、生年月日」または「Googleアカウント（※３）」または
「Apple ID（※４）」

Instagram
（参考とした資料：Instagram「登録画面」https://www.instagram.com/accounts/emailsignup/）
「携帯電話番号またはメールアドレス、フルネーム、ユーザーネーム」

Facebook
（参考とした資料：Facebook「ヘルプセンター」https://m.facebook.com/help/570785306433644?locale=ja_JP&_rdr）
「普段使用している名前、生年月日、性別、携帯電話番号またはメールアドレス」

SNS事業者（※１）のアカウントの開設には、概ね利用者の電話番号又はメールアドレスの登録が必要となる。
アカウント情報の開示にあたり、相手方が電話番号でアカウントを取得している場合、相手方の電話番号が分かれ

ば、それを手掛かりに相手方を特定できる可能性がある。一方で、アカウントの開設はメールアドレスを用いること
も可能であり、相手方がフリーメールアドレス（※2）で登録している場合、フリーメールアドレスの性質上、相手方
の特定は困難となる可能性がある。
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リスティング広告により「副業」の「ランキングサイト」等へ誘導され、育児中の母親と称するアカウント等へ誘導
された。その後、稼げる「副業」を紹介するとの勧誘メッセージが送られ、副業を行うためのマニュアルを購入してし
まったが、勧誘時とマニュアル記載の副業の内容が異なっていた。（消費者安全法に基づく注意喚起 （第5回WG 資料1））

⇒今回使用されたLINE社の場合、公式アカウントでは、情報商材を扱うことは禁止されている。
また、勧誘メッセージには、事業者に関する情報が掲載されていないケースもあり、消費者はアカウント名以外に
情報を得ることができない。

事 例

論点
【自主ルールの整備・運用について】（論点４）
・SNS事業者は、各社それぞれ一定の禁止行為等を定めている一方で、上記のような事例が発生してい

る。そこで、利用規約等の自主ルールの実効性を確保することが必要と考えられるが、その方策はど
のようなものが考えられるか。

（例えば、モニタリングや違反行為への対応の一層の強化、消費者等からの情報提供ないし通報の受付
窓口の整備、調査の実施と結果の公表といった制度の充実・強化等（※））

※「消費者法分野におけるルール形成の在り方等検討ワーキング・グループ報告書～自主規制の実効的な整備・運用による公正な市場の実現を目指し
て～」（令和３年８月）参照

【通信販売における販売業者等に関する情報について】（論点５）
・商的利用を目的としたアカウントの、事業者に関する登録情報（必須項目）の見直しや、それら情報

の真実性を担保するために自主ルールで対応できることとしてはどのようなことが考えられるか。
・通信販売における販売業者等の広告であることが認識できるよう、 SNS上の表記（例えば、販売業者

等の氏名又は名称、住所、電話番号等や広告である旨の表記）に関して、何らかの自主ルールを設け
ることはできないか。

【自社ユーザーへの啓発について】（論点６）（第７回WG 論点3及び10（再掲））

・消費者被害の防止の観点から、行政等と連携・協力し、行政等が発信する注意喚起情報を、自らの
SNSユーザーに対して伝達すること等を検討できないか。

SNS事業者の自主ルールについて



LINE
13．禁止事項
13.8.営業、 宣伝、 広告、 勧誘、 その他営利を目的とする行為（当社の認めたものを除きます。）、 性行為やわいせつな行為を目的とする
行為、 面識のない第三者との出会いや交際を目的とする行為、 他のお客様に対する嫌がらせや誹謗中傷を目的とする 行為、 その他本サー ビ
スが予定している利用目的と異なる目的で本サー ビスを利用する行為

出典：LINE利用規約（https://terms.line.me/line_terms?lang=ja）

第18条（禁止行為）
(6) 当社の事前の承諾なくLINE公式アカウントを第三者のための広告媒体として使用する行為（第三者の商品、サービスについてLINE公式アカ
ウントを利用して宣伝することを含みますが、これに限りません。）

出典：LINE公式アカウント利用規約（https://terms2.line.me/official_account_terms_jp?lang=ja）

3)ご利用いただけない業種・業態、 商品・サービス
当社ポリシーにより、 全部もしくは一部に関わらず、下記に該当すると当社が判断した場合、アカウントの提供を認めない、
又はアカウントの提供を停止し、本サービスにかかる契約を解除する等の措置をとらせていただくことがあります。あらかじめご了承くださ
い。なお、以下はあくまで一例であり、記載のないケースにおいても、本サービスの利用をお断りすることがあります。あらかじめご了承く
ださい。

ネット関連ビジネス
［商品・サービス］

情報商材
［掲載できないケース］

「儲かる/儲ける」等の内容を謳って集客し、メールマガジン登録、動画・DVD販売やセミナー開催等へ誘導するもの
［商品・サービス］

能力開発商材
［掲載できないケース］

「〇〇するだけ」等、消費者が簡単に始められるような内容を謳って、メールマガジン登録、動画・DVD販売や
セミナー開催等へ誘導するもの

出典：LINE公式アカウントガイドライン（https://terms2.line.me/official_account_guideline_jp）

（参考）各ＳＮＳ事業者が定める禁止行為 ※下記は消費者委員会事務局調べ 21

・機械的チェックおよびモニタリングチームによるチェックを通じて規約や法令に反するコンテンツが拡散されないよう、モニタリングを
実施している。
・LINEトーク内容は暗号化されているため、LINE株式会社においても確認することができない。

ユーザーからの通報で、前後のトークの報告を受けることで、トーク内容を確認している。

【モニタリング及び違反行為への対応（第3回ＷＧ：LINE株式会社ヒアリング）】



Twitter
ユーザーは、適用される法令や規則への遵守を含め、本サービスの利用および自身が提供するコンテンツに対して責任を負います。提供され
るコンテンツは、他の人たちと共有して差し支えのないものに限定してください。（略）。利用者は、本サービスの利用により、不快、有害、
不正確あるいは不適切なコンテンツ、または場合によっては、不当表示されている投稿またはその他欺瞞的な投稿に接する可能性があること
を、理解しているものとします。すべてのコンテンツは、そのコンテンツの作成者が単独で責任を負うものとします。当社は、本サービスを
介して投稿されるコンテンツを監視または管理することはできず、また、そのようなコンテンツについて責任を負うこともできません。当社
は、Twitterユーザー契約に違反しているコンテンツ（著作権もしくは商標の侵害その他の知的財産の不正利用、なりすまし、不法行為または
嫌がらせ等）を削除する権利を留保します。違反を報告または上申するための特定のポリシーおよびプロセスに関する情報は、当社のヘルプ
センターでご覧いただけます。

出典：Twitterサービス利用規約（https://twitter.com/ja/tos/previous/version_14）

禁止されている商行為の例
・虚偽の内容を含む、誤解を招く、または悪影響を及ぼす恐れのあるビジネス提案。
・商品・サービスのプロモーションにおいて、誤解を招く、虚偽または裏付けのない主張をする。
・誤解を招く情報を提供する、または価格、支払い条件、もしくはお客様が負担する経費についての重要な情報を提供しない。

出典：Twitter広告コンテンツに関するポリシー（https://business.twitter.com/ja/help/ads-policies/ads-content-policies/unacceptable-
business-practices.html ）

Instagram
Facebook

以下のコンテンツの投稿は禁止されています
以下の行為に関して指示、関与、宣伝、手配、奨励、助長、告白、もしくは参加者を募集をするコンテンツ、または以下の行為の申し出や勧
誘を行ったことを認めるコンテンツ。
・以下の手段により、他者を欺いて、第三者や企業・団体の不利益となるような金銭的または個人的利益を生み出すこと。

•次のような投資詐欺または金融詐欺：ローン詐欺、前金詐欺、ギャンブル詐欺、ポンジ・スキームまたはピラミッド・スキーム、
マネーフリップ、キャッシュフリップ、またはマネーミュール、高収益を約束した投資詐欺

•次のような誠実さを装った詐欺：慈善詐欺、恋愛詐欺またはなりすまし詐欺、偽のビジネスまたは企業、団体の設立
•次のような商品詐欺または報酬詐欺：補助金詐欺、給付金詐欺、有形資産詐欺、スピリチュアル詐欺、またはイルミナティ詐欺、

保険詐欺(ゴーストブローカーによるものを含む),虚偽求人詐欺、在宅ワーク詐欺、または「今すぐ高収入」などを謳った詐欺、
借金救済や信用回復に関連した詐欺

参考：Meta facebookコミュニティ規定「不正行為および詐欺」（https://transparency.fb.com/ja-jp/policies/community-standards/fraud-
deception/）

22（参考）各ＳＮＳ事業者が定める禁止行為 ※下記は消費者委員会事務局調べ
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【論点７】特定商取引法11条の規定の表示義務の履行を補完する観点から、SNS事業者の自主的取組の状況を踏まえ、
「取引デジタルプラットフォームを利用する消費者の利益の保護に関する法律」第５条の開示請求権等も参考にしつつ、
例えば「販売業者等」につき、取引DPF提供者との法的立場の比較、社会的な役割等を慎重に検討したうえで、民事上の
新たな情報開示請求制度の創設を検討することも考えられる。なお、特定商取引法11条が関与しない場面（ロマンス投
資詐欺等）については、通信の秘密との関係を慎重に検討する必要があると考えられる。

（１）今後の検討課題（情報商材、副業のもうけ話に関する消費者トラブル事例）

取引デジタルプラットフォームを利用する消費者の利益の保護に関する法律（令和３年法律第３２号）
（取引デジタルプラットフォーム提供者の努力義務）
第三条 取引デジタルプラットフォーム提供者は、その提供する取引デジタルプラットフォームを利用して行われる通信販売に係る取引の適正化及び紛争の解決
の促進に資するため、次に掲げる措置を講ずるよう努めなければならない。
一 当該取引デジタルプラットフォームを利用して行われる通信販売に係る取引について、消費者が販売業者等と円滑に連絡することができるようにするための
措置を講ずること。
二 当該取引デジタルプラットフォームにより提供される場における販売業者等による商品若しくは特定権利の販売条件又は役務の提供条件の表示に関し当該取
引デジタルプラットフォームを利用する消費者から苦情の申出を受けた場合において、当該苦情に係る事情の調査その他の当該表示の適正を確保するために必要
と認める措置を講ずること。
三 当該取引デジタルプラットフォームを利用する販売業者等に対し、必要に応じて、その所在に関する情報その他の販売業者等の特定に資する情報の提供を求
めること。
２ 取引デジタルプラットフォーム提供者は、内閣府令で定めるところにより、その提供する取引デジタルプラットフォームを利用する消費者に対し、前項の規
定に基づき当該取引デジタルプラットフォーム提供者が講じた措置の概要及び実施の状況その他の内閣府令で定める事項を開示するものとする。
３ 内閣総理大臣は、取引デジタルプラットフォーム提供者が行う前二項の措置に関して、その適切かつ有効な実施に資するために必要な指針を定めるものとす
る。
４ 内閣総理大臣は、前項の指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。

（販売業者等情報の開示請求）
第五条 取引デジタルプラットフォームを利用する消費者は、当該取引デジタルプラットフォームを利用して行われる通信販売に係る販売業者等との間の売買契
約又は役務提供契約に係る自己の債権（金銭の支払を目的とし、かつ、その額が内閣府令で定める額を超えるものに限る。）を行使するために、当該販売業者等
の氏名又は名称、住所その他の当該債権の行使に必要な販売業者等に関する情報として内閣府令で定めるもの（以下この項及び次項において「販売業者等情報」
という。）の確認を必要とする場合に限り、当該取引デジタルプラットフォームを提供する取引デジタルプラットフォーム提供者に対し、当該取引デジタルプ
ラットフォーム提供者が保有する当該販売業者等に係る販売業者等情報の開示を請求することができる。ただし、当該消費者が、当該販売業者等情報を用いて当
該販売業者等の信用を毀損する目的その他の不正の目的で当該請求を行う場合は、この限りでない。
２ 前項の規定による請求をする消費者は、取引デジタルプラットフォーム提供者に対し、内閣府令で定めるところにより、次に掲げる事項を記載し、又は記録
した書面又は電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理
の用に供されるものをいう。）を提出し、又は提供しなければならない。
一 当該請求に係る販売業者等情報の確認を必要とする理由
二 当該請求の対象となる販売業者等情報の項目
三 開示を受けた販売業者等情報を前項ただし書に規定する不正の目的のために利用しないことを誓約する旨
３ 取引デジタルプラットフォーム提供者は、第一項の規定による請求が同項本文の要件に該当し、かつ、同項ただし書に規定する不正の目的によるものでない
と思料するときは、当該請求に係る販売業者等と連絡することができない場合を除き、開示するかどうかについて当該販売業者等の意見を聴かなければならない。
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（内閣府令で定める額）
第四条 法第五条第一項に規定する内閣府令で定める額は、一万円とする。
（販売業者等に関する情報として内閣府令で定めるもの）
第五条 法第五条第一項に規定する債権の行使に必要な販売業者等に関する情報として内閣府令で定めるものは、次に掲
げるものとする。
一 当該販売業者等の氏名及び名称（法人その他の団体にあっては、その名称及び代表者の氏名）
二 当該販売業者等の住所
三 当該販売業者等の電話番号
四 当該販売業者等のファクシミリ番号
五 当該販売業者等の電子メールアドレス（特定電子メールの送信の適正化等に関する法律（平成十四年法律第二十六
号）第二条第三号に規定する電子メールアドレスをいう。）
六 当該販売業者等が法人その他の団体にあっては、法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利
用等に関する法律（平成二十五年法律第二十七号）第二条第十五項に規定する法人番号をいう。）
（販売業者等情報の開示請求の方法）
第六条 法第五条第二項の規定による提出又は提供は、書面を提出する場合にあっては郵便又は信書便（民間事業者によ
る信書の送達に関する法律（平成十四年法律第九十九号）第二条第六項に規定する一般信書便事業者又は同条第九項に規
定する特定信書便事業者による同条第二項に規定する信書便をいう。）により、電磁的記録（電子的方式、磁気的方式そ
の他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供され
るものをいう。第八条第一項において同じ。）を提供する場合にあっては次に掲げる電磁的方法により行うものとする。
一 消費者の使用に係る電子計算機と取引デジタルプラットフォーム提供者の使用に係る電子計算機とを接続する電気通
信回線を通じて送信し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法
二 消費者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された情報の内容を電気通信回線を通じて取引デジタル
プラットフォーム提供者の閲覧に供し、当該取引デジタルプラットフォーム提供者の使用に係る電子計算機に備えられた
ファイルに当該情報を記録する方法

（参考）取引デジタルプラットフォームを利用する消費者の利益の保護に関する法律施行規則



26（参考）取引デジタルプラットフォームを利用する消費者の利益の保護に関する法律（概要）
※出典：消費者庁ウェブサイト掲載資料（令和3年3月5日）



27（２）その他（情報商材、副業以外のもうけ話に関する消費者トラブル事例）
問題事例の整理

出会い系サイトやマッチングアプリ等をきっかけとするもうけ話（ロマンス投資
詐欺など）に関する消費者トラブルについて、投資後（入金後）に、相手方との
連絡が不能となり、トラブルの解決が困難となるケースがある。

【事例】マッチング相手から２人の将来のためと投資に勧誘されたが、音信不通となった
マッチングアプリで自称外国人経営者という男性と出会った。男性と無料会話アプリでやり取りす

る中で、「Baby」と呼ばれるようになった。将来のため、紹介する投資サイトで投資するよう何日か
説得され続けた。少額を投資したところ利益が出て出金できた。元金が多ければもうけも多いと説得
され、銀行や消費者金融から借り入れて、合計約500万円投資した。
出金しようとしたところ、資産の15％（180万円）を保証金として支払う必要があると言われたため、

50万円をさらに借り入れた。残りの130万円について勧誘者に相談していたところ、連絡が途絶えた。
（30歳代女性）

※出典：国民生活センター報道発表資料「ロマンス投資詐欺が増加しています！－その出会い、仕組まれていませんか？－」（2022年3月3日）



（参考）関係法令

携帯音声通信事業者による契約者等の本人確認等及び携帯音声通信役務の不正な利用の防止に関する法律
（携帯電話不正利用防止法）（平成17年法律第31号）

第一章 総則
（目的）
第一条 この法律は、携帯音声通信事業者による携帯音声通信役務の提供を内容とする契約の締結時等における本人確認に関する措置、通話可能端末設備等の譲渡等に
関する措置等を定めることにより、携帯音声通信事業者による契約者の管理体制の整備の促進及び携帯音声通信役務の不正な利用の防止を図ることを目的とする。
（定義）
第二条 この法律において「携帯音声通信」とは、携帯して使用するために開設する無線局（第四項において「無線局」という。）と、当該無線局と通信を行うために
陸上に開設する移動しない無線局との間で行われる無線通信のうち音声その他の音響を送り、伝え、又は受けるものをいう。
２ この法律において「携帯音声通信役務」とは、電気通信事業法（昭和五十九年法律第八十六号）第二条第三号に規定する電気通信役務（以下「電気通信役務」とい
う。）のうち携帯音声通信に係るものであって、その電気通信役務の提供を受ける者の管理体制の整備を促進する必要があると認められるものとして総務省令で定める
ものをいう。
３ この法律において「携帯音声通信事業者」とは、電気通信事業法第二条第五号に規定する電気通信事業者のうち携帯音声通信役務を提供するものをいう。
４ この法律において「携帯音声通信端末設備」とは、電気通信事業法第二条第二号に規定する電気通信設備のうち携帯音声通信を行うための無線局の無線設備をいう。
５ この法律において「通話可能端末設備」とは、携帯音声通信端末設備であって携帯音声通信役務の提供に利用されている電気通信回線設備（電気通信事業法第九条
第一号に規定する電気通信回線設備をいう。）に接続され通話が可能なものをいう。
６ この法律において「契約者特定記録媒体」とは、携帯音声通信事業者との間で携帯音声通信役務の提供を内容とする契約（以下「役務提供契約」という。）を締結
している者（以下「契約者」という。）を特定するための情報を記録した電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識するこ
とができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）に係る記録媒体をいう。）であって、携帯音声通信端末設備その
他の設備（通話可能端末設備を除く。）に取り付けることにより、それと一体として通話可能端末設備を構成するものをいう。

第二章 本人確認等
（契約締結時の本人確認義務等）
第三条 携帯音声通信事業者は、携帯音声通信役務の提供を受けようとする者との間で、役務提供契約を締結するに際しては、運転免許証の提示を受ける方法その他の
総務省令で定める方法により、当該役務提供契約を締結しようとする相手方（以下この条及び第十一条第一号において「相手方」という。）について、次の各号に掲げ
る相手方の区分に応じそれぞれ当該各号に定める事項（以下「本人特定事項」という。）の確認（以下「本人確認」という。）を行わなければならない。
一 自然人 氏名、住居及び生年月日
二 法人 名称及び本店又は主たる事務所の所在地
２ 携帯音声通信事業者は、相手方の本人確認を行う場合において、会社の代表者が当該会社のために役務提供契約を締結するときその他の当該携帯音声通信事業者と
の間で現に役務提供契約の締結の任に当たっている自然人が当該相手方と異なるとき（次項に規定する場合を除く。）は、当該相手方の本人確認に加え、当該役務提供
契約の締結の任に当たっている自然人（第四項及び第十一条第一号において「代表者等」という。）についても、本人確認を行わなければならない。
３ 相手方が国、地方公共団体、人格のない社団又は財団その他の総務省令で定めるものである場合には、当該国、地方公共団体、人格のない社団又は財団その他の総
務省令で定めるもののために当該携帯音声通信事業者との間で現に役務提供契約の締結の任に当たっている自然人を相手方とみなして、第一項の規定を適用する。
４ 相手方（前項の規定により相手方とみなされる自然人を含む。以下この項及び第十一条第一号において同じ。）及び代表者等は、携帯音声通信事業者が本人確認を
行う場合において、当該携帯音声通信事業者に対して、相手方又は代表者等の本人特定事項を偽ってはならない。
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（参考）関係法令

犯罪による収益の移転防止に関する法律（犯罪収益移転防止法）（平成19年法律第22号）

第一章 総則
（目的）
第一条 この法律は、犯罪による収益が組織的な犯罪を助長するために使用されるとともに、これが移転して事業活動に用いられることにより健全な経
済活動に重大な悪影響を与えるものであること、及び犯罪による収益の移転が没収、追徴その他の手続によりこれを剝奪し、又は犯罪による被害の回復
に充てることを困難にするものであることから、犯罪による収益の移転を防止すること（以下「犯罪による収益の移転防止」という。）が極めて重要で
あることに鑑み、特定事業者による顧客等の本人特定事項（第四条第一項第一号に規定する本人特定事項をいう。第三条第一項において同じ。）等の確
認、取引記録等の保存、疑わしい取引の届出等の措置を講ずることにより、組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律（平成十一年法律第
百三十六号。以下「組織的犯罪処罰法」という。）及び国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行為を助長する行為等の防止を図るための麻薬及び向精
神薬取締法等の特例等に関する法律（平成三年法律第九十四号。以下「麻薬特例法」という。）による措置と相まって、犯罪による収益の移転防止を図
り、併せてテロリズムに対する資金供与の防止に関する国際条約等の的確な実施を確保し、もって国民生活の安全と平穏を確保するとともに、経済活動
の健全な発展に寄与することを目的とする。

（定義）
第二条 この法律において「犯罪による収益」とは、組織的犯罪処罰法第二条第四項に規定する犯罪収益等又は麻薬特例法第二条第五項に規定する薬物
犯罪収益等をいう。
２ この法律において「特定事業者」とは、次に掲げる者をいう。
（中略）
四十四 顧客に対し、自己の居所若しくは事務所の所在地を当該顧客が郵便物（民間事業者による信書の送達に関する法律（平成十四年法律第九十九
号）第二条第三項に規定する信書便物並びに大きさ及び重量が郵便物に類似する貨物を含む。以下同じ。）を受け取る場所として用い、又は自己の電話
番号を当該顧客が連絡先の電話番号として用いることを許諾し、当該自己の居所若しくは事務所において当該顧客宛ての郵便物を受け取ってこれを当該
顧客に引き渡し、又は当該顧客宛ての当該電話番号に係る電話（ファクシミリ装置による通信を含む。以下同じ。）を受けてその内容を当該顧客に連絡
し、若しくは当該顧客宛ての若しくは当該顧客からの当該電話番号に係る電話を当該顧客が指定する電話番号に自動的に転送する役務を提供する業務を
行う者
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